
原町商工会議所 管内景気動向調査 【調査対象月：令和元年 8月】 

 

 

本調査は、経営発達支援計画に基づき、地域経済状況等を把握するため調査を行い、その

結果を今後の経済対策や経営革新等に活用することを目的に実施しています。 

 

 

１．業種別回答割合 

      商業 37社  工業 12社  サービス業 11社 

 

 

２．DI値 （DI値とは、各項目につき「良い － 悪い」の割合を示す） 

 

【売上高】 

 前年同月比 向こう 3ヶ月の見通し 

全業種 ▲10% ▲42% 

商業 0% ▲27% 

工業 0% ▲17% 

サービス業 ▲16% ▲54% 

 

【採算（利益）】 

 前年同月比 向こう 3ヶ月の見通し 

全業種 ▲10% ▲43% 

商業 0% ▲27% 

工業 0% ▲25% 

サービス業 ▲16% ▲54% 

 

【仕入単価】 

 前年同月比 向こう 3ヶ月の見通し 

全業種 ▲13% ▲28% 

商業 ▲18% ▲27% 

工業 0% ▲8% 

サービス業 ▲16% ▲35% 

 

【販売単価】 

 前年同月比 向こう 3ヶ月の見通し 

全業種 ▲2% ▲8% 

商業 0% 0% 

工業 0% 0% 

サービス業 ▲3% ▲14% 



 

【従業員】 

 前年同月比 向こう 3ヶ月の見通し 

全業種 ▲18% ▲18% 

商業 ▲36% ▲36% 

工業 ▲25% ▲25% 

サービス業 ▲11% ▲11% 

 

【業況（景況）】 

 前年同月比 向こう 3ヶ月の見通し 

全業種 ▲22% ▲37% 

商業 ▲18% ▲36% 

工業 0% ▲17% 

サービス業 ▲30% ▲43% 

 

【資金繰り】 

 前年同月比 向こう 3ヶ月の見通し 

全業種 ▲20% ▲40% 

商業 ▲27% ▲45% 

工業 0% ▲8% 

サービス業 ▲24% ▲49% 

 

 

  全産業的に、業績の悪化が見受けられ、特に向こう 3 ヶ月の見通しに懸念を示す回答が

多く見られた。要因として、10月に迫った消費税率の引上げに伴う消費の冷え込みや受注

減少が考えられる。 

 

  商業では、仕入単価の引上げが増加傾向にあるが、消費税率の引上げが控えている中で

価格に転嫁できないといった声が挙げられた。 

 

  工業では、建設業では比較的良い状況にあるものの、製造業では受注の減少や先行きの

不透明感が広がっており、全体としては押し下げられた結果となった。 

 

  サービス業では、キャッシュレス決済を導入したことで売上増加を期待する声がある一

方で、導入しても全く変化が無いと答えた事業者もあり、意見は割れている。また、中小

企業庁のキャッシュレス・消費者還元事業についての認知が行き届いておらず、キャッシ

ュレス決済を導入していても同事業の登録を行っている事業者は著しく少ない状況であっ

た。 

 


